民事司法実情調査アンケート

所属弁護士会　　□東京弁護士会　　　□第一東京弁護士会　　　□第二東京弁護士会
司法修習期　　□（　　　　）期　　　□弁護士法４条以外の資格

　なお，本アンケート調査の結果は頭書目的にのみ使用し，個人が特定される形での利用・公表は一切いたしません。
本アンケートの構成
◆みなさんにご回答いただく項目

１．民事事件

２．基盤整備
◆経験の有無に応じてご回答いただく項目

３．家事事件　　問４１（Ｐ.17）から　　問５０（Ｐ.21）まで
４．商事事件　　問５１（Ｐ.22）から　　問６８（Ｐ.27）まで
５．行政事件　　問６９（Ｐ.28）から　　問９０（Ｐ.34）まで
６．労働事件　　問９１（Ｐ.35）から　　問９６（Ｐ.36）まで
７．消費者事件　問９７（Ｐ.37）から　　問１０２（Ｐ.38）まで
８．医療事件　　問１０３（Ｐ.39）から　問１０８（Ｐ.40）まで
※上記３から８までは、各事件分野の経験がある会員のみご回答ください。

【１．民事事件】
問１　過去3年間に，法的手続による紛争解決に時間がかかったことで依頼者に何らかの不利益が生じた事案がありますか。次の①から⑤の全てについて，それぞれの頻度として当てはまるものを１つずつ選んで，番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3
	4

	
	ない
	よくある
	たまにある
	過去３年にほとんど

依頼なし

	①訴訟の目的が全く達せられなかった。


	1
	2
	3
	

	②訴訟の目的が一部達せられなかった。

	1
	2
	3
	

	③依頼者に損害が生じた。

	1
	2
	3
	

	④依頼者から精神的なストレスなど強い不満を訴えられた。

	1
	2
	3
	

	⑤その他

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	2
	3
	

	⑥過去3年間にほとんど依頼がなかった。
	
	
	
	4


問２　現行法上の手続に加えて，迅速に紛争を解決するために審理回数を限定した手続（訴訟又は非訟を問わない）を創設することの是非についてどのようにお考えですか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	導入を検討すべきである。　　　→　問３へ

	2
	導入を検討すべきでない。　　　→　問４へ

	3
	どちらともいえない。　　　　　→　問５へ


問３　問２で「1」と回答された方は，導入を検討するに当たって留意すべき点として，次の①から⑥の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	留意が必要
	留意不要
	どちらとも

いえない

	①一定の事件類型に限定すべきである。

	1
	2
	3

	②相手方の同意を条件として利用ができるようにすべきである。


	1
	2
	3

	③相手方が同意しなくても手続ができるようにすべきである。


	1
	2
	3

	④結果に不服な場合には，異議申立てができるようにすべきである。
	1
	2
	3

	⑤審理を担当する適切な人材確保等裁判所側の体制を十分整えるべきである。
	1
	2
	3

	⑥利用者に対する手続に関する情報提供（広報）を十分に行うべきである。
	1
	2
	3

	⑦その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　）
	1
	
	


問４　問２で「2」と回答された方は，導入を検討すべきでないと考える理由について，該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①現在ある手続で十分である。

	1
	2
	3

	②審理回数を限定すると適正な審理が保障されないおそれがある。


	1
	2
	3

	③手続を理解しない弱者が不利益を受ける可能性がある。


	1
	2
	3

	④裁判を受ける権利が侵害されるおそれがある。


	1
	2
	3

	⑤その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問５　インターネットを利用して訴訟提起等ができるようにすることについてどのようにお考えですか。該当する番号１つに○を付けてください。また，「その他」を選択した場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	1
	インターネットによる訴訟提起等ができるようにすべきである。→　問７へ

	2
	反対である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　問６へ

	3
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）→　問７へ


問６　問５で「2」と回答された方は，反対する理由について，次の①から③について該当する番号全てに○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら
ない
	どちらとも
いえない

	①時期尚早である。


	1
	2
	3

	②セキュリティー上の危険がある。


	1
	2
	3

	③原本の提出が必要であると二度手間となる。


	1
	2
	3

	④その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問７　提訴前の証拠収集制度についてどのようにお考えですか。次の①から③の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	賛成
	反対
	どちらとも

いえない

	①現行民事訴訟法の制度（民訴132条の2以下）を改正して利用しやすくする。
	1
	2
	3

	②弁護士会照会制度を改正して対応すべきである。


	1
	2
	3

	③改正の必要はない。


	1
	2
	3

	④その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問８　提訴後の証拠収集制度について，どのようにお考えですか。次の①から⑥の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合には，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	賛成である
	反対である
	どちらとも

いえない

	①陳述書の証拠能力・提出時期等について法律で規制すべきである。

	1
	2
	3

	②手持ちの書証を早期に相手方に開示する制度を創設すべきである。

	1
	2
	3

	③訴訟の早い段階で当事者や証人の証言等を当事者双方が知りうる制度を創設すべきである。
	1
	2
	3

	④現行の文書提出命令などの証拠の申出制度だけでなく，証拠収集するための制度をより整備すべきである。
	1
	2
	3

	⑤文書送付嘱託について嘱託先の応諾義務を法律で明記すべきである。
	1
	2
	3

	⑥裁判当事者以外の第三者（国，研究機関など）が裁判所に意見書を提出する制度（アミカスブリーフ制度）を導入すべきである。
	1
	2
	3

	⑦その他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問９　民事訴訟法163条の当事者照会が利用されるように，回答がなされない場合に制裁を課すことについて，どのようにお考えですか。該当する番号１つに○を付けてください。また，「3」を選択された場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	1
	賛成である。

	2
	反対である。

	3
	制裁以外の改正を検討すべきである。

（具体的内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	4
	当事者照会制度は必要ない。

	5
	いずれともいえない。


問１０　弁護士会照会（弁護士法23条の2照会）について，「被照会者が自己の責任で，回答（報告）するのが適当か否かの判断をしなければならないとすれば被照会者が回答に慎重になるのは当然であり，弁護士会が責任を負担することにして，被回答者が回答しやすくするべきである」との意見がありますが，弁護士会が回答（報告）の当否を判断すべきだと考えますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	賛成である。

	2
	反対である。

	3
	どちらともいえない。


問１１　賃料や株価の算定など金銭的評価について鑑定に代えて，専門委員の意見を活用することについて，どのようにお考えですか。該当する番号１つに○を付けてください。また，「3」を選択された場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	1
	賛成である。

	2
	反対である。

	3
	事案によっては活用してもよい。
（具体的内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	4
	どちらともいえない。


問１２　本人訴訟に対する裁判所の対応についてどのようにお考えですか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	裁判所が，本人が不当に不利益を受けることがないよう後見的に訴訟に関与することはやむを得ない。

	2
	お金を出して弁護士を依頼している当事者が損をするのは問題である。

	3
	本人訴訟の運用には問題があるので何らかの制度的な手当てが必要である。

	4
	上記いずれもあてはまらない。


問１３　費用など必要な条件を整備した上で，民事訴訟に弁護士強制制度（受任義務なし）を導入することについて，どのようにお考えですか。該当する番号１つに○を付けてください。また，「1」ないし「3」を選択された場合はその理由を，「5」を選択された場合は具体的な内容を，併せて記入してください。
	1
	事実審及び法律審のいずれにおいても導入すべきである。
（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	2
	法律審のみ導入すべきである。

（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	3
	いずれにも導入すべきではない。
（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	4
	わからない。

	5
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


問１４　民事調停を利用しやすくするための運用上，法制上の方策について，どのようにすべきであるとお考えですか。次の①及び②の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的な方策，改善点を記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	賛成である
	反対である
	どちらとも

いえない

	①相手方の出頭義務を強化すべきである。


	1
	2
	3

	②調停に代わる決定（17条決定）をより活用できるようにすべきである。
	1
	2
	3

	③その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問１５　簡易裁判所の訴訟事件（少額訴訟を含む）を利用しやすくするために，どのようにすべきであるとお考えですか。次の①及び②の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合には，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	賛成である
	反対である
	どちらとも

いえない

	①事物管轄の引き上げを検討すべきである。


	1
	2
	3

	②審理回数を制限するなど，簡易・少額の事件を迅速に解決する制度とするべく運用改善又は法律改正をすべきである。
	1
	2
	3

	③その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問１６　裁判所の調停以外のＡＤＲの利用頻度について，次のうち該当する番号１つに○を付けてください。また，「利用する」を選択した場合は，年間の利用件数を併せて記入してください。
	1
	利用する。（年　　　　件程度）　　　→　問１８へ

	2
	ほとんど利用しない。　　　　　　　→　問１７へ

	3
	全く利用しない。　　　　　　　　　→　問１７へ


問１７　問１６で「2」又は「3」と回答された方は，利用しない理由について，次の①から③の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に〇を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①どのようなＡＤＲが存在するかわからない。


	1
	2
	3

	②裁判所の手続の方が信頼できる。


	1
	2
	3

	③ＡＤＲは費用がかかる。


	1
	2
	3

	④その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問１８　確定判決を受けた金銭債務について，他の債権者に優先する先取特権を付与する制度（ただし倒産手続が採られた場合には失効する）を設けることについて，どのようにお考えですか。該当する番号１つに○を付けてください。

	1
	賛成である。

	2
	反対である。

	3
	どちらともいえない。


問１９　金銭債権について確定判決を得た債権者の利益と，債務者のプライバシーの保護との関係についてどのように考えますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	債務者のプライバシー保護のために債権者が不利益を受けてもやむを得ない。

	2
	債権者の利益が債務者のプライバシーに優先する。

	3
	どちらともいえない。

	4
	わからない。


問２０　財産開示手続において，正当な理由なく財産開示期日に出頭せず，又は陳述すべき事項を陳述せず若しくは虚偽の陳述をした場合等の制度の制裁について，どのようにお考えですか。次の①から④の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。
	
	1
	2
	3

	
	賛成である
	反対である
	どちらとも

いえない

	①現行法の過料（30万円）でよい。


	1
	2
	3

	②現行法の過料の上限金額（30万円）を引き上げるべきである。


	1
	2
	3

	③罰金（刑罰）にすべきである。

	1
	2
	3

	④期日に出頭等すれば釈放される身体拘束制度（法廷等の秩序維持に関する法律2条の監置など）を設けるべきである。
	1
	2
	3


問２１　財産開示制度の制裁等として，期日に出頭せず又は財産を開示しなかった者の名簿を裁判所が作成する制度を設けるべきであるという意見について，どのように考えますか。該当する番号１つに○を付けてください。また，「1」から「3」を選択した場合は，その理由又は具体的内容も併せて記入してください。
	1
	賛成である。

（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	2
	反対である。
（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	3
	その他
（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	4
	どちらともいえない。


問２２　一定の債務名義を有する債権者が，税務署，法務局，金融機関に対して，債務者の資産の情報を照会する制度を設けるべきであるという意見について，どのように考えますか。該当する番号１つに○を付けてください。また，賛成又は反対であると選択した場合は，具体的内容を，条件付賛成の場合は条件も併せて記入してください。
	1
	賛成である。

（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	2
	条件次第では賛成である。
（条件：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	3
	反対である。

（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	4
	どちらともいえない。


問２３　日頃の弁護士業務を通じて，裁判制度全般について，どのように感じていますか。次の①から⑤の全てについて，それぞれ該当する番号に○をつけてください。

	
	1
	2
	3
	4
	5

	
	あてはまらない
	どちらかといえば
あてはまらない
	どちらともいえない。
	どちらかといえばあてはまる
	あてはまる

	①日本の民事裁判制度は，紛争解決の役目を十分に果たしている。
	1
	2
	3
	4
	5

	②日本の民事裁判制度は，国民にとって利用しやすい制度である。
	1
	2
	3
	4
	5

	③日本の民事裁判制度は，公正なものだと思いますか。

	1
	2
	3
	4
	5

	④日本の民事裁判制度は，国民にとって満足のいくものだと思いますか。
	1
	2
	3
	4
	5

	⑤日本の民事裁判制度は，国民の権利を十分に実現していると思いますか。
	1
	2
	3
	4
	5


【２．基盤整備】
問２４　過去3年間に，提訴手数料が高額であることが訴え提起の障害となったことがありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	よくある。
	
	→　問２５へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問２６へ

	4
	ない。
	
	

	5
	過去3年間にほとんど依頼がなかった。
	
	


問２５　その訴え提起はどうなりましたか。次の①から④の全てについて，それぞれの頻度として当てはまるものを１つずつ選んで○を付けてください。また，「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3
	4

	
	ない
	あまりない
	たまにある
	よくある

	①訴え提起を断念した。

	1
	2
	3
	4

	②一部請求として訴えを提起した。

	1
	2
	3
	4

	③訴訟救助又は法律扶助を利用して訴えを提起した。

	1
	2
	3
	4

	④依頼者が借入れをして訴えを提起した。

	1
	2
	3
	4

	⑤その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	2
	3
	4


問２６　過去3年間に，裁判において鑑定申出を検討したケースについて，鑑定費用が高額であることが何らかの障害や依頼者の不利益となったことがありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	鑑定申出を検討したケースはない。
	
	→　問２９へ

	2
	障害や不利益が生じたことは，よくある。
	
	→　問２７へ

	3
	障害や不利益が生じたことは，たまにある。
	
	

	4
	障害や不利益が生じたことは，あまりない。
	
	→　問２９へ

	5
	障害や不利益が生じたことは，ない。
	
	


問２７　問２６で「2」又は「3」と回答された方は，それはどのような類型の鑑定でしたか。該当する番号全てに○を付けてください。なお，「その他」を選択した場合は，その具体的内容も併せて記入してください。

	1
	不動産の評価に関する鑑定　　　

	2
	株価に関する鑑定

	3
	医学的知見に関する鑑定

	4
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


問２８　鑑定費用が高額であるために生じた障害や不利益とはどのようなものでしたか。次の①から④の全てについて，それぞれの頻度として当てはまるものを１つずつ選んで○を付けてください。また，「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3
	4

	
	よくある
	たまにある
	あまりない
	ない

	①訴訟・調停その他の法的手続をとること自体を断念した。

	1
	2
	3
	4

	②鑑定申出を断念した。

	1
	2
	3
	4

	③得られた経済的利益より鑑定費用の負担が上回る結果となった。
	1
	2
	3
	4

	④依頼者が借入れを余儀なくされた。

	1
	2
	3
	4

	⑤その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	2
	3
	4


問２９　過去3年間に，強制執行を検討したケースにおいて，強制執行に要する実費（弁護士費用を除く。以下同じ。）が何らかの障害や依頼者の不利益となったことがありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	強制執行を検討したケースはない。
	
	→　問３２へ

	2
	障害や不利益が生じたことは，よくある。
	
	→　問３０へ

	3
	障害や不利益が生じたことは，たまにある。
	
	

	4
	障害や不利益が生じたことは，あまりない。
	
	→　問３２へ

	5
	障害や不利益が生じたことは，ない。
	
	


問３０　問２９で「2」又は「3」と回答された方は，それはどのような類型の事件でしたか。該当する番号全てに○を付けてください。また，「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。
	1
	不動産競売事件

	2
	明渡又は引渡事件

	3
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


問３１　強制執行に要する実費による障害や不利益とはどのようなものでしたか。次の①から③の全てについて，それぞれの頻度として当てはまるものを１つずつ選んで○を付けてください。また，「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。

	
	1
	2
	3
	4

	
	よくある
	たまにある
	あまりない
	ない

	①強制執行を断念した。

	1
	2
	3
	4

	②無剰余取消となった。

	1
	2
	3
	4

	③得られた経済的利益より執行費用の負担が上回る結果となった。
	1
	2
	3
	4

	④その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	2
	3
	4


問３２　過去3年間に，法テラスの代理援助を利用し，または利用しようとしたしたことがありますか。該当する番号１つに○を付けてください。

	1
	ある　　　　　　→　問３３へ

	2
	ない　　　　　　→　問４１へ


問３３　過去3年間に，法テラスの代理援助が給付制ではなく償還制であることが，代理援助利用による受任の障害となったことがありますか。該当する番号1つに○を付けてください。
	1
	よくある。
	
	→　問３４へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問３５へ

	4
	ない。
	
	


問３４　その事件受任はどうなりましたか。次の①から③の全てについて，それぞれの頻度として当てはまるものを１つずつ選んで○を付けてください。また，「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。

	
	1
	2
	3
	4

	
	よくある
	たまにある
	あまりない
	ない

	①受任に至らなかった。

	1
	2
	3
	4

	②法テラスの援助額よりも安価又は長期分割とした上で，代理援助を利用せず受任した。
	1
	2
	3
	4

	③代理援助を利用したが，経済的利益の額を少なめに計算して受任した。
	1
	2
	3
	4

	④その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	2
	3
	4


問３５　過去3年間に，資力要件を満たさず法テラスの代理援助が受けられないことが，事件受任の障害となったことがありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	よくある。
	
	→　問３６へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問３７へ

	4
	ない。
	
	


問３６　その事件受任はどうなりましたか。次の①及び②の全てについて，それぞれの頻度として当てはまるものを１つずつ選んで○を付けてください。また，「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。

	
	1
	2
	3
	4

	
	よくある
	たまにある
	あまりない
	ない

	①受任に至らなかった。

	1
	2
	3
	4

	②着手金や報酬金を減額して受任した。


	1
	2
	3
	4

	③その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	2
	3
	4


問３７　過去3年間に，事件内容によって法テラスの代理援助の対象とされないこと（勝訴の見込みがないと判断された場合を除く。）が，事件受任の障害（受任断念，弁護士費用の減額など）となったことがありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	よくある。
	
	→　問３８へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問３９へ

	4
	ない。
	
	


問３８　その事件はどのような事件でしたか。該当する番号全てに○を付けてください。また，「その他」を選択した場合は，その具体的内容も併せて記入してください。
	1
	中小企業等の事業者からの依頼による事件　　　

	2
	外国における処理が必要な事件

	3
	極端な少額事件

	4
	行政事件（交渉段階及び行政手続の代理）

	5
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


問３９　過去3年間に，「勝訴の見込みがない」との理由で，法テラスから代理援助の不開始決定を受けた経験がありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	よくある。
	
	→　問４０へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問４１へ

	4
	ない。
	
	


問４０　それはどのような事件でしたか。該当する番号全てに○を付けてください。

	1
	民事事件

	2
	家事事件

	3
	行政事件


⇒共通のアンケートは本問までです。
　問４１からのアンケートについては、ご経験のある該当分野にご回答ください。
【３．家事事件】 　※過去3年間に家事事件の経験のない方　→　問５１（Ｐ.22）へ
問４１　過去3年間に，家庭裁判所での遺産分割調停・審判において，相続人や相続財産の範囲，遺言の効力，遺留分減殺等の遺産分割の前提問題に争いが生じたことがありますか。該当する番号１つに○をつけてください。
	1
	よくある。
	
	→　問４２へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問４３へ

	4
	ない。
	
	


問４２　遺産分割の前提問題に争いが生じた場合，どのようになりましたか。次の①から④の全てについて，それぞれの頻度として当てはまるものを１つずつ選んで○を付けてください。また，「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3
	4

	
	よくある
	たまにある
	あまりない
	ない

	①申立ての取下げをした。


	1
	2
	3
	4

	②申立ての取下げをされた。


	1
	2
	3
	4

	③前提問題に関わらない範囲で部分的に遺産分割を行った。


	1
	2
	3
	4

	④期日を追って指定するなどの方法をとり前提問題についての争いが訴訟手続などにより解決するのを待った。
	1
	2
	3
	4

	⑤その他

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	2
	3
	4


問４３　家庭裁判所での遺産分割調停・審判において，相続人や相続財産の範囲，遺言の効力，遺留分減殺等の遺産分割の前提問題に争いが生じたときに，それらの前提問題に関連する訴訟事件についても，遺産分割の手続と同一の手続によって解決することの必要性について，どのように考えますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	とても必要である。

	2
	必要である。

	3
	あまり必要ではない。

	4
	まったく必要ではない。


問４４　子どもとの面会交流を円滑に実施するためにどのような方策が必要だと思いますか。次の①から⑤の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容を併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	賛成である
	反対である
	どちらとも

いえない

	①面会交流に要する費用を監護親，非監護親で分担する。

	1
	2
	3

	②面会交流に関して，一定の場合に，親に対して，専門家による研修・カウンセリングなどを義務付け，そのための専門家を養成する。
	1
	2
	3

	③国などが面会交流実施のための公正中立的な第三者機関を設け，物的・人的支援を図る。
	1
	2
	3

	④面会交流を親または子の権利ないし親の義務として明文化する。


	1
	2
	3

	⑤面会交流について子の意思を確認することを実質化する。


	1
	2
	3

	⑥その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問４５　家事調停官（非常勤で家事調停事件の処理について裁判官又は裁判長が行う権限を行う。）になりたいと思いますか。該当する番号１つに○を付けてください。また，「2」を選択された場合は，具体的条件も併せて記入してください。
	1
	とてもなりたい。

	2
	条件が合えばなりたいと思う。
（具体的条件：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	3
	あまりなりたいとは思わない。

	4
	なりたいと思わない。

	5
	現在又は過去に家事調停官であった。


問４６　家事調停官の数が不足していると言われている一方，家事調停官の数は増えていないのが現状です。家事調停官の数が増えない原因は何だと思いますか。次の①から④の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①家事調停官の制度が知られていないから。


	1
	2
	3

	②希望する弁護士がいても日常業務が忙しくて時間がとれないから。

	1
	2
	3

	③家事調停官に適切な人がそもそもいないから。


	1
	2
	3

	④家事調停官の報酬が低すぎるから。


	1
	2
	3

	⑤その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


（注）2013年4月1現在，家事調停官（任官時弁護士経験5年以上で55歳程度までの者が選考対象）の報酬は，週1日終日（午前9時30分頃から午後5時頃まで）の勤務で，1日あたり28,200円となっています。

問４７　法テラスの民事法律扶助制度の代理援助における家事事件の着手金・報酬金の金額についてどのように思いますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	とても高い。

	2
	高い。

	3
	概ね適正である。

	4
	低い。

	5
	とても低い。

	6
	どちらともいえない。


問４８　法テラスの民事法律扶助制度の代理援助立替基準上，DV被害者を代理した離婚事件や保護命令など事件処理に困難を伴う案件について，着手金や報酬金を増額する必要があると思いますか。該当する番号１つに〇を付けてください。また，「1」を選択した場合，どの程度の増額が必要か具体的に記入してください。
	1
	増額する必要がある。
（増額の割合：　　　　　倍程度）

	2
	増額する必要はない。

	3
	どちらともいえない。


問４９　家庭裁判所の物的な設備について改善すべきと感じる事項はありますか。次の①から④の全てについて，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら
ない
	どちらとも
いえない

	①調停室が足りない。


	1
	2
	3

	②待合室が狭い。


	1
	2
	3

	③待合室が混雑している。


	1
	2
	3

	④他方当事者が調停員と話している間に打ち合わせができるスペースがない。
	1
	2
	3

	⑤その他

　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問５０　家庭裁判所の裁判官の人員に関して改善すべきと感じる事項はありますか。次の①から③の全てについて，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら
ない
	どちらとも
いえない

	①裁判官が調停に同席する回数が少ない。

	1
	2
	3

	②裁判官が調停に同席する時間が短い。


	1
	2
	3

	③裁判官と家事調停委員の評議のために長時間待たされる。


	1
	2
	3

	④その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


→　【４．商事事件】問５１へ

【４．商事事件】　※過去3年間に商事事件の経験のない方　→　問６９（Ｐ.28）へ
問５１　過去3年間に，国際商取引に関する紛争について，日本だけでなく外国にも裁判又は仲裁手続の管轄がある案件を取り扱ったことがありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	よくある。
	
	→　問５２へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問５６へ

	4
	ない。
	
	


問５２　そのような案件において，依頼者が日本ではなく外国の裁判又は仲裁手続の利用を希望したことがありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	よくある。
	
	→　問５３へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問５４へ

	4
	ない。
	
	


問５３　それはどのような理由によるものでしたか。該当する番号全てに○を付けてください。また，「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3
	4

	
	ない
	あまりない
	たまにある
	よくある

	①日本の手続だと審理に長期間を要するから。


	1
	2
	3
	4

	②日本の手続だと裁判官や仲裁人の取引に関する知見や能力に不安があるから。
	1
	2
	3
	4

	③日本の手続だと語学対応力に不安があるから。


	1
	2
	3
	4

	④その他

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	2
	3
	4


問５４　国際商取引に関する現在の日本の裁判実務について，時間や労力の面で非効率だと感じますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	とても感じる。
	
	→　問５５へ

	2
	感じる。
	
	

	3
	感じない。
	
	→　問５６へ

	4
	分からない。
	
	


問５５　国際商取引に関する裁判実務を効率化するために有効な方策としてどのようなものが考えられますか。次の①から④の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。なお，「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	賛成である
	反対である
	どちらとも

いえない

	①専門部または集中部の設置

	1
	2
	3

	②専門委員制度の拡充

	1
	2
	3

	③国際商取引制度を学ぶための留学制度の創設または拡充

	1
	2
	3

	④法科大学院や司法修習のカリキュラム等の改訂

	1
	2
	3

	⑤その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問５６　過去3年間に，知的財産高等裁判所に事件が係属したことがありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	よくある。
	
	→　問５７へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問５８へ

	4
	ない。
	
	


問５７　過去3年間に，知的財産高等裁判所の審理や判断内容に不満を感じたことがありますか。次の①から③の全てについて，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①不満を感じたことはない。

	1
	2
	3

	②必要と思われる専門性を備えていなかった。

	1
	2
	3

	③保全を担当した裁判官が本案についても合議体を構成していた。

	1
	2
	3

	④判断の実質的理由が不十分であった。

	1
	2
	3

	⑤その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問５８　過去3年間に，裁判の公開原則のために情報が流出する可能性を懸念して，企業の秘密情報が含まれている証拠等の提出を躊躇したことがありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	よくある。

	2
	たまにある。

	3
	あまりない。

	4
	ない。


問５９　日本において，弁護士と依頼者間の一定の相談内容を秘匿する特権（秘匿特権）が必要であると考えますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	必要だと考える。
	
	→　問６０へ

	2
	必要ではないと考える。
	
	→　問６１へ

	3
	分からない。
	
	


問６０　秘匿特権が必要であると考える理由はどのようなものですか。次の①及び②の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①企業等が重要事項の書面化を回避しようとする弊害があるから。

	1
	2
	3

	②秘匿特権のある国と並行して進行する手続では，当該他国との連携が困難となるから。
	1
	2
	3

	③その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問６１　過去3年間に，商事事件や商取引事件の裁判において，必要とされる専門的知見に関する裁判所の理解に不安や懸念を覚えたことがありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	よくある。
	
	→　問６２へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問６３へ

	4
	ない。
	
	


問６２　不安や懸念を覚えたのはどのような分野に関する専門的知見でしたか。次の①から⑤の全てについて，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①金融取引分野

	1
	2
	3

	②国際商取引分野

	1
	2
	3

	③知的財産取引分野

	1
	2
	3

	④ＩＴ分野

	1
	2
	3

	⑤倒産分野

	1
	2
	3

	⑥その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問６３　商事事件や商取引事件において，裁判所の専門的知見を確保するためにはどのような方策が有益だと考えますか。次の①及び②の全てについて，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①専門部または集中部の設置


	1
	2
	3

	②専門委員制度の拡充


	1
	2
	3

	③その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問６４　過去3年間に，企業等の不祥事に関して当該企業等が設置した独立委員会や第三者委員会（以下「独立委員会等」といいます。）において，委員会の権能や独立性・公正性に疑問を感じたことがありますか。該当する番号１つに〇を付けてください。
	1
	ある。
	
	→　問６５へ

	2
	ない。
	
	

	3
	分からない。
	
	→　問６６へ

	4
	独立委員会等に加わったことがない。
	
	


問６５　それはどのような理由によるものでしたか。次の①から③の全てについて，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①当該企業等から提供される情報や資料に偏りがあると感じられた。

	1
	2
	3

	②当該企業等が秘密情報の保護を理由に必要な情報や資料が開示されなかった。
	1
	2
	3

	③当該企業等により選任された委員の構成が中立性を欠いていた。


	1
	2
	3

	④その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問６６　過去3年間に，会社役員の責任追及に関する訴訟の原告代理人となったことがありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	ある。　　　　　→　問６７へ

	2
	ない。　　　　　→　問６９へ


問６７　そのような訴訟において，会社が保有する証拠を収集する手段を欠いていると感じたことがありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	よくある。
	
	→　問６８へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問６９へ

	4
	ない。
	
	


問６８　会社が保有する証拠を収集するために，どのような制度や方策が有益であると考えますか。次の①から③の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，その具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①文書送付嘱託に応じる義務を設定する。


	1
	2
	3

	②ディスカバリー制度を導入する。


	1
	2
	3

	③裁判所が強力に訴訟指揮をとる。

	1
	2
	3

	④その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


→　【５．行政事件】問６９へ

【５．行政事件】　※行政事件の経験のない方　→　問９１（Ｐ.35）へ
問６９　これまで行政訴訟（本アンケートでは，国家賠償請求訴訟は行政訴訟に含めないものとします。）に関する法律相談を受けたことはありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	ある。　　　　　　→　問７０へ

	2
	ない。　　　　　　→　問９１へ（Ｐ.35）


問７０　これまでに経験された自然環境，都市環境等の環境保護を目的とする法律相談（以下「環境保護案件」といいます。）は何件ですか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	環境保護案件の法律相談を受けたことはない。　　　→　問７３へ

	2
	１件
	
	→　問７１へ

	3
	２件～５件
	
	

	4
	６件～１０件
	
	

	5
	１１件以上
	
	


問７１　環境保護案件において原告適格のハードルが障害となって訴訟提起を断念した件数は何件ですか。該当する番号１つに○を付けてください。

	1
	０件

	2
	１件

	3
	２～３件

	4
	４～５件

	5
	６～１０件

	6
	１１件以上


問７２　環境保護案件において原告適格のハードルが障害となって訴えが却下された又は訴えを取り下げた件数は何件ですか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	０件

	2
	１件

	3
	２～３件

	4
	４～５件

	5
	６～１０件

	6
	１１件以上


問７３　これまでに経験された文化財保護を目的とする法律相談（以下「文化財保護案件」といいます。）は何件ですか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	文化財保護案件の法律相談を受けたことはない。　　→　問７６へ

	2
	１件

	3
	２～５件

	3
	６～１０件

	4
	１１件以上


問７４　文化財保護案件において原告適格のハードルが障害となって訴訟提起を断念した件数は何件ですか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	０件　　　

	2
	１件

	3
	２～３件

	4
	４～５件

	5
	６～１０件

	6
	１１件以上


問７５　文化財保護案件において原告適格のハードルが障害となって訴えが却下された又は訴えを取り下げた件数は何件ですか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	０件　　　

	2
	１件

	3
	２～３件

	4
	４～５件

	5
	６～１０件

	6
	１１件以上


問７６　行政訴訟の提起に際し，仮の救済制度（執行停止，仮の義務付け又は仮の差止め）の申立て（但し，入国管理に関する事件を除く。）を検討した件数は何件ですか。
	1
	０件
	
	→　問８３へ

	2
	１件
	
	→　問７７へ

	3
	２～５件
	
	

	4
	６～１０件
	
	

	5
	１１件以上
	
	


問７７　行政訴訟の提起に際し，執行停止の申立てを検討したものの申立てを断念した件数は何件ですか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	０件　　　

	2
	１件

	3
	２～３件

	4
	４～５件

	5
	６～１０件

	6
	１１件以上


問７８　行政訴訟の提起に際し，執行停止の申立てをしたものの却下もしくは棄却又は取下げとなった件数は何件ですか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	０件　　　

	2
	１件

	3
	２～３件

	4
	４～５件

	5
	６～１０件

	6
	１１件以上


問７９　行政訴訟の提起に際し，仮の義務付けの申立てを検討したものの申立てを断念した件数は何件ですか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	０件　　　

	2
	１件

	3
	２～３件

	4
	４～５件

	5
	６～１０件

	6
	１１件以上


問８０　行政訴訟の提起に際し，仮の義務付けの申立てをしたものの却下もしくは棄却又は取下げとなった件数は何件ですか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	０件　　　

	2
	１件

	3
	２～３件

	4
	４～５件

	5
	６～１０件

	6
	１１件以上


問８１　行政訴訟の提起に際し，仮の差止めの申立てを検討したものの申立てを断念した件数は何件ですか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	０件　　　

	2
	１件

	3
	２～３件

	4
	４～５件

	5
	６～１０件

	6
	１１件以上


問８２　行政訴訟の提起に際し，仮の差止めの申立てをしたものの却下もしくは棄却又は取下げとなった件数は何件ですか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	０件　　　

	2
	１件

	3
	２～３件

	4
	４～５件

	5
	６～１０件

	6
	１１件以上


問８３　裁判所による裁量審査において，十分な審理・判断がなされていると考えますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	十分な審理・判断がなされていると考える。

	2
	十分な審理・判断がなされているとは考えない。

	3
	どちらともいえない。


問８４　裁判所による裁量審査のあり方について，なんらかの立法の手当てが必要であると考えますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	必要であると考える。
	
	→　問８５へ

	2
	必要とは考えない。
	
	→　問８６へ

	3
	どちらともいえない。
	
	


問８５　どのような立法の手当てが必要であると考えますか。次の①及び②の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	賛成である
	反対である
	どちらとも

いえない

	①立証責任を行政側に負わせる。


	1
	2
	3

	②裁量審査の基準を行政事件訴訟法に明記する。


	1
	2
	3

	③その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問８６　行政訴訟において訴え提起手数料が各別の負担になったこと（訴え提起手数料の問題が理由となり訴訟提起を断念した場合を含む。）はありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	ある。

	2
	ない。　　　→　問８８へ


問８７　訴え提起手数料が負担となったのは，具体的にどのような理由によるものでしたか。次の①及び②の全てについて，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①算定基準そのものが，高額に過ぎる。


	1
	2
	3

	②ひとつの処分を争って複数の者が原告となる場合に，一人一人カウントして手数料が算定される。
	1
	2
	3

	③その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問８８　行政訴訟の分野において，原告が勝訴した場合には，原告側の弁護士費用の全部ないし一部を行政側が負担する制度（原告が敗訴した場合において，行政側の弁護士費用を原告側が負担するものではない。この意味で片面的な制度をいいます。）の導入が検討されていますが，この制度の導入に賛成しますか。該当する番号１つに○を付けてください。また，その具体的理由も併せて記入してください。
	1
	賛成する。
（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	2
	賛成しない。
（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	3
	どちらともいえない。


問８９　行政訴訟において，管轄の問題が格別の負担（管轄の問題が理由となり訴訟提起を断念した場合を含む。）になったことはありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	ある。　　　→　問９０へ

	2
	ない。　　　→　問９１へ


問９０　管轄の問題が負担となったのは，具体的にどのような理由によるものでしたか。次の①及び②の全てについて，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①行政訴訟は，裁判所の本庁でしか提起することができない。


	1
	2
	3

	②被告を国とする当事者訴訟は，東京地方裁判所でしか提起することができない。
	1
	2
	3

	③その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


→　【６．労働事件】問９１へ
【６．労働事件】※過去3年間に労働審判事件の経験のない方　→　問９７（Ｐ.37）へ
問９１　労働審判の期日において，労働審判員による事件内容の把握や理解が十分ではないと感じたことはありますか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	よくある。
	
	→　問９２へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問９４へ

	4
	ない。
	
	


問９２　労働審判員による事件内容の把握や理解が十分ではないと感じた具体的理由は何ですか。次の①から④の全てについて，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①債務不履行や不法行為に関する一般的な理解が十分ではなかった。

	1
	2
	3

	②労働関係法規や判例の理解が十分ではなかった。

	1
	2
	3

	③当事者の主張や提出された書証の確認や理解が十分ではなかった。


	1
	2
	3

	④その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問９３　労働審判員による事件内容の把握や理解を十分なものにするために必要と考える方策は何ですか。次の①及び②の全てについて，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	1 裁判所が労働審判員を対象とした定期的な研修を実施する。

	1
	2
	3

	2 労働審判員が自主的に研究交流できる機会・組織を設ける。


	1
	2
	3

	3 その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問９４　労働審判手続の結果（調停成立・審判の両者を含む。）について，依頼者が満足する頻度はどのようなものですか。該当する番号１つに○を付けてください。
	1
	ほとんどが満足している。
	
	→　問９７へ

	2
	どちらかといえば，満足している場合が多い。
	
	→　問９５へ

	3
	どちらかといえば，満足していない場合が多い。
	
	

	4
	ほとんどが満足していない。
	
	


問９５　労働審判手続において調停が成立したにもかかわらず依頼者が満足しなかったことがある方にお聞きします（依頼者が満足しなかったことがない方は，問９６へ。）依頼者が満足しなかった理由は何ですか。次の①から③の全てについて，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	1 争点整理が不十分なまま調停成立に至った。

	1
	2
	3

	2 証拠の評価が不適切であった。


	1
	2
	3

	3 調停に応じるよう強引に説得された。


	1
	2
	3

	4 その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問９６　労働審判手続において依頼者が審判に満足しなかったことがある方にお聞きします（依頼者が審判に満足しなかったことがない方は，問９７へ。）。依頼者が審判に満足しなかった理由は何ですか。次の①から③の全てについて，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	1 争点整理が不十分なまま審判に至った。

	1
	2
	3

	2 証拠の評価が不適切であった。


	1
	2
	3

	3 理由の告知・記載が定型的な言い回しでしかなかった。


	1
	2
	3

	4 その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


→　【７．消費者事件】問９７へ

【７．消費者事件】　※過去3年間に消費者事件の経験のない方　→　問１０３（Ｐ.39）へ
問９７　過去3年間に，消費者被害に関する相談を受けたものの被害額が少額であるために受任を断念した経験がありますか。該当する番号１つに○をつけてください。
	1
	よくある。
	
	→　問９８へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問９９へ

	4
	ない。
	
	


問９８　それはどのような理由によるものですか。次の①及び②の全てについて，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①事件の係争額に比べて弁護士費用や訴訟費用が割高になってしまうため。
	1
	2
	3

	②相談者が精神的な負担から訴訟等の手続をとることを敬遠したため。
	1
	2
	3

	③その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問９９　消費者事件において，相手方関係者（事業者の取締役など）の住所地の調査が十分にできず，訴訟提起を断念したり，提訴後取り下げとなったりした経験がありますか。該当する番号１つに○をつけてください。
	1
	よくある。
	
	→　問１００へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問１０１へ

	4
	ない。
	
	


問１００　そのような事態を回避するためにどのような方策が必要だと考えますか。次の①及び②の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，その他を選択した場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①商業・法人登記において，取締役等の登記を行う際に，正しい住所を把握できるように印鑑登録証明書の添付を求める制度とする。
	1
	2
	3

	②訴え提起時の調査嘱託などを柔軟に活用できる制度とする。


	1
	2
	3

	③その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問１０１　消費者事件において，事業者やその関係者に対する債務名義取得後に強制執行を実行したものの十分な被害回復ができなかったことがありますか。該当する番号１つに○をつけてください。
	1
	よくある。
	
	→　問１０２へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問１０３へ

	4
	ない。
	
	


問１０２　そのような事態を回避するためにどのような方策が必要だと考えますか。次の①及び②の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	あてはまる
	あてはまら

ない
	どちらとも

いえない

	①差押えの効力が及ぶ時的範囲に一定の幅を持たせることが可能な債権執行の方法を導入する。
	1
	2
	3

	②金融機関の支店の特定を要しない預金債権に対する強制執行を可能とする。
	1
	2
	3

	③その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


→　【８．医療事件】問１０３へ

【８．医療事件】※過去3年間に医療事件の経験のない方　→　アンケートは終了です。
問１０３　医療事件については，証拠保全，医学文献の収集，協力医からの意見聴取などの訴訟前の調査活動に少なくない実費がかかりますが，過去3年間に，この実費のために相談者が依頼をすることを断念した経験はありますか。該当する番号１つに○をつけてください。
	1
	よくある。
	
	→　問１０４へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問１０５へ

	4
	ない。
	
	


問１０４　訴訟前の調査活動に係る実費のために相談者が依頼を断念しないようにするためには，どのようにしたら良いとお考えですか。次の①及び②の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。また，「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	賛成である
	反対である
	どちらとも

いえない

	①現在，法テラスが医療事件の調査，証拠保全について十分な実費を認めていないので，これの増額を図る。
	1
	2
	3

	②証拠保全についてカメラマン同行方式だけではなく，デジタルカメラ方式（裁判所の職員がデジタルカメラで検証物を撮影する方式）も選択できるようにする。
	1
	2
	3

	③その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問１０５　医療訴訟において裁判所から求められた立証が事実上不可能または著しく困難であると感じられたことはありますか。該当する番号１つに○をつけてください。
	1
	よくある。
	
	→　問１０６へ

	2
	たまにある。
	
	

	3
	あまりない。
	
	→　問１０７へ

	4
	ない。
	
	


問１０６　医療訴訟における立証の困難性の問題を改善するためには，どのようにしたら良いとお考えですか。次の①から③の全てについて，あなたの考えに最も近いものをお選びいただき，それぞれ該当する番号に○を付けてください。「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	賛成である
	反対である
	どちらともいえない

	①医療機関が医療事故等について十分に調査研究を行い，患者・その遺族に対し，積極的にその診療経過，事故発生の原因，結果発生に至った機序等について説明すべきものとする。
	1
	2
	3

	②因果関係について高度の蓋然性の立証ができない場合でも，因果関係の立証の程度に応じて割合的に損害を認めるようにする。
	1
	2
	3

	③一定の場合に因果関係を推定することにより立証の軽減，転換を図るようにする。
	1
	2
	3

	④その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


問１０７　裁判所から意見書の提出を求められたが意見書の作成に応じていただける協力医が見つからないため意見書が提出できなかったことはありますか。該当する番号１つに○をつけてください。
	1
	ある。　　　→　問１０８へ

	2
	ない。　　　→本アンケートは終了です。ご協力ありがとうございました。


問１０８　医療訴訟において患者側が私的意見書を提出することの困難さの問題を改善するためには，どのようにしたら良いとお考えですか。以下の①から②の全てについて，最も近いものをお選びいただき，該当する番号○を付けてください。「その他」がある場合は，具体的内容も併せて記入してください。
	
	1
	2
	3

	
	賛成である
	反対である
	どちらとも

いえない

	①鑑定を公費負担で積極的に実施できるようにする。

	1
	2
	3

	②専門委員の中立公正の確保と当事者の同意を条件として専門委員に一般的な医学的知見だけではなく，当該事案についての評価に関する具体的な意見を述べることを認める簡易鑑定のような制度を創設する。
	1
	2
	3

	③その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	1
	
	


⇒アンケートは終了です。ご協力ありがとうございました。

問１（Ｐ.２）から問４０（Ｐ.16）まで


※会員全員がご回答ください。
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